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１．はじめに
創価大学（以下、本学という。）では、創立
者池田大作先生（以下、創立者という。）が示
した学生自治の原則のもと、創立以来、学生が
自ら大学運営に関わる伝統がある。本学では
「学生主体」「学生第一」の指針のもと、「学
生」が大学運営に関わることが草創期からの伝
統となっている。近年、学生参画のファカル
ティ・ディベロップメント（以下、FD とい
う。）、スタッフ・ディベロップメント（以下、
SD という。）、学生参画の大学運営が漸く注目
を集める時代になってきた。
特に、平成２４年８月の中央教育審議会（以
下、「中教審」という。）答申１では、学生に主
体的な学修体験を重ねさせる中で、生涯学び続
ける力を修得させたいとしている。そして、そ
の学生の主体的な学修を促す具体的な教育の在
り方・取り組みを、それぞれの大学がその機能
や特色等に応じてプログラムすることを要請し
ている。生涯にわたって学び続ける力、主体的
に考える力を持った人材を育成するために、能
動的学修（アクティブ・ラーニング）を柱にし
た学士課程教育の質的転換が求められているの
である。学生の主体性・能動性発揮のカギは参
画である。授業中であれ、課外活動であれ、学
生自らが決め、決めたことを実行する機会を与
えることで、学生は熱心に活動し、真剣に課題
に取り組む。
１９７１年の開学当初より４０年余の歴史を経る
中、本学の学生主体の取り組みは、自らの学び
に学生を参画させる方向で、今後もより効果的
に発展させていく必要がある。そこで本稿２で
は、本学が開学より取り組んできた学生参画の
大学運営の特長を概説し、今後のピア・学習サ
ポートの拡充について展望する。
２．学生参画の今日的意義
２．１．学生参画型 FDの動向
近年、FD サミット、学生 FD フォーラムと
称する催しが盛んになってきている。学生自身
が主体的に大学の授業について考える機会が増
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１ 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ
～」中央教育審議会、平成２４年８月２８日、文部科学省
２ 本稿は平成２４年６月、全国私立大学 FD 連携フォーラム年次総会にて事例発表したものを再考、加筆、修正
し、まとめた
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えている。これまで主流とされてきた一方的な
講義形式の授業スタイルから、学生が能動的か
つ主体的に授業に参加していくには、どのよう
なことが大事なのかを学び手の視点で提案をし
ていく、そのような取り組みが始まっている。
教員が行う授業について受動的な姿勢から転
じ、学生自らも、自分たちがより良く学び得る
授業になるにはどうしたらいいのかを考え、建
設的な意見を持って授業改善を求めていく、学
生主体の大学建設に向けた動きである。
関東圏で学生 FD を先導する大学の一つ、東
洋大学のホームページには、次のようにその取
り組みが説明されている（http : //www.toyo.
ac.jp/fd/student_j.html#a）。
「学生 FD」という学生視点を重視した
「授業改善」を行う取り組みが進められて
います。「学生 FD」は「授業改善」とい
う（観点）はもちろん、授業をはじめとす
る大学生活を充実させるための幅広い活動
を指し、現役大学生・大学院生ならではの
視点から、自分が通っている大学を好きに
なる（コツ）について話し合い自ら行動し
ていく活動です。
また、関西圏で学生 FD を主導する立命館大
学のホームページには、学生 FD に携わる学生
の関わりを次のように述べている（http : //
www . ritsumei . ac . jp / acd / ac / itl / itl _ fd / fd .
html）。
学生 FD スタッフは立命館大学の授業を
「学生が本当に求める授業」にするため、
様々な活動・企画を通して学生視点で授業
や教育のあり方を考えます。
大学は、学生が一方的に教員から知識を教授
されるのではなく、教員と学生が同じ学究の徒
として協力して学問を探求していく場にもなり
うる。学生は教育というサービスを受けるだけ
ではなく、自分たちの学びを深め、修めるため
に有効な大学運営や学修支援を求めることがで
きる。それは一方で、大学教育への学生参画は
学生自らの責任であるとの自覚を促す。授業を
ただ受けるという受け身的な姿勢ではなく、そ
の授業が本当に自分のためになったか否かを判
断する主体であることを気付かせることにな
る。教授された知識が学びに結びついたかどう
かを振り返り、自身の授業態度を見直すと同時
に、教員の授業方法を点検する中で、自らの成
長に主体的に関わる態度の形成が期待されるの
である。こうした意識を高める方途として、学
生の参加・参画を奨励するのが、教育方法とし
ての学生 FD のねらいでもある。むろん、授業
改善に関する学生の建設的な意見を蓄積するこ
とは、汎用性の高い教学改善情報として大学の
貴重な財産ともなる。
２．２．ピア・サポートと学生 FDの類型
まず本項では、学修支援に関するピア・サ
ポートと学生 FD の関係を沖（２０１２）の分類３
を通じて確認する。沖は、図１のように、学生
参画の類型を活動のステージおよびサービスの
対象によって、授業内・学生対象、授業外・学
生対象、授業内教職員対象、授業外教職員対象
の４つに分類している。授業内で学生を対象に
した働きかけに学生が関与する典型は SA
（Student Assistant）であろう。授業外で学生
を対象にしたものの多くは、上級生が後輩の学
びや適応・就職活動などの支援を目的にした活
３ 沖裕貴「大学の教学や運営への学生の主体的な参画～中規模以上私立大学における取り組みの現状と課題～」
２０１２年６月、全国私立大学 FD 連携フォーラム年次総会にて事例発表された分類
沖裕貴．（２０１２年１月）．「FD の次なるステップ：学生参画」．大学時報，６８－７３．
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図１ ピア・サポートと学生 FDの関係
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動である。これら授業内外で学生が学生を対象
にした各種支援サービスの総称をピア・サポー
トとして沖は整理している。
授業内で教職員を対象にしたサービスに学生
が関与する例は少ないが、そのひとつに SCOT
（Students Consulting on Teaching）がある。
訓練を受けた視察役の学生が、指定された授業
を参観し、予め用意された評価表をもとにその
授業方法について点検するというものである。
日本では帝京大学４などが一部の科目に導入を
試みている。授業外で教職員に対するものとし
ては、授業アンケートの合同検討会などが例と
して挙がる。こうした授業内外での教職員を対
象としたものを、沖は学生 FD スタッフ的活動
と呼んでいる。授業改善を学生視点で、という
のが学生 FD の核概念だとすると、授業内外で
の教職員を対象にしたものが学生 FD の中心活
動領域となろう。
２．３．沖分類の課題
沖は同時に学生参画型大学運営という括りを
提案している。働きかけの対象は問わず、学生
による授業外での教育改善・学習支援の活動を
全て含む概念である。これはピア・サポートと
学生 FD スタッフ活動を横断する包括概念であ
る。学生 FD と称して学生対象のサービスと教
職員対象のサービスを混在した状態に扱ってい
る現状を整理する上で有用な提案であろう。
ただし、大学運営という言葉が示す範囲をど
う捉えるか、少し検討が必要と思われる。沖の
分類では学生の働きかける対象を学生と教職員
に二分している。しかし、大学運営という言葉
からは、理事会あるいは大学という法人組織自
体といった教職員に属さない、あるいは教職員
個人を超えた組織体が運営の主体として想定さ
れる。そうなると、学生が理事と一緒に大学運
営のレベルに参画する事態が、現実的に想定で
きるのかどうかが問われる。（学生運動の名残
をとどめる学生組織を学内に抱える大学もあ
り、学生が大学運営に関与するという発想自体
を忌避する大学経営者もいるかもしれない）。
この問いに対し、学部や特定の委員会を超え
て、大学運営当局と学生代表が協議する場を常
設している例として沖が挙げているのは、立命
館大学の全学協議会だけである。
本学は創立当初から学生参画型大学運営を標
榜しており、改めてその取り組みの先駆性は高
く評価されるべきであろう。本学では学生が定
期的に理事など大学執行部との意見交換の場を
持っており、学費の審議など経営にかかわる部
分でも、一定の影響力を持っている。したがっ
て、本学においては文字通りの学生参画型大学
運営が具体的に展開されているといえる。しか
し、一般の大学において、大学経営のレベルに
多少とも参与することを学生 FD として推進す
ることに無理はないのだろうか。筆者らは、
個々の授業改善など教職員を対象とする次元の
学生 FD と、大学運営の主体（組織）を対象に
した次元の学生の働きかけを区別し、後者は新
たなカテゴリとして整理した方が混乱は少ない
と考える。そこで、本学の事例を使って、その
可能性を論じたい。
３．本学の学生参画について
３．１．沖の分類の適用と修正
今回、全国私立大学 FD 連携フォーラム２０１２
年度総会で本学の取り組みを紹介するにあた
り、他大学と本学とを比較する機会を得た。そ
して、開学当時から様々な分野に亘り実践され
てきている、また本学で既に展開されている取
り組みが、他大学では大きな話題であることが
認識できた。ここで、沖分類を本学の学生参画
の実態に当てはめて表にしてみた（表１参照：
立は立命館大学、創は本学の取り組みを表す。
立命館大学と本学に類似のものは並べて表記し
４ 帝京大学ホームページより参照（https : //appsv.main.teikyo-u.ac.jp/～ctl/activitycenter/consulting.html）
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た）。
本学の取り組みを整理すると、立命館大学同
様、「授業外業務」に積極的に取り組む学生参画
の活動が多いことが見て取れる。その取り組み
はどれも特徴的で、学生主体の本学の特色を顕
著にしている。本来は、大学行事として教職員
が運営に大きな位置を占める入学式、卒業式を、
学生実行委員会が教職員と協力して積極的に運
営している。
学生組織と大学部局の協働が見られるものも
多い。国際部とワールド会（留学経験者のグ
ループ）、キャリアセンターとキャリアサポー
トスタッフ（以下、CSS という。）／リクルー
トサポートスタッフ（以下、RSS という。）、
学生部と残寮生（後輩の面倒をみる先輩寮生）、
図書館事務室と Soka Reading Project（以下、
SRP という。）のように、大学部局が学生組織
と連携を密にしながらピア・サポートを実施し
ているところも多い。これらの学生組織は、学
生からの士気の高まりにより、教職員がサポー
トし、組織に発展しているケースが多く、学生
がイニシアティブをとっているところは本学の
特徴であろう。また、学生自治会組織と連携し
ながらも独立に各学部の諸行事を企画運営する
学部企画は、学部長など教員執行部と定期的に
打ち合わせを実施し、活発に活動している組織
である。さらに、学生たちが企画運営する授業
もある。「２１世紀文明論」という共通科目は、講
師の人選や授業の進め方について、学生の意見
を尊重しながら、教員、職員と共に構成する２１
世紀文明論検討委員会で協議・決定している。
また、本学は地域との繋がり、社会貢献を重
要視している。そのような中、大学周辺の地域
防犯、地域防災の一助となればと学生有志団体
から結成された学生防犯パトロール隊は大きな
地域貢献をしている。また、一貫教育校である
創価学園（東京・関西）の小中高生を対象とし
た研修プログラムにおいて、運営サポートをす
る創価一貫教育連絡事務所５は兄弟校との交流
に参加している。これらは、学生主体の団体で
あり、これまでも積極的に大学運営に関わりを
持ち続けている。
このように見てくると、本学における学生参
５ 学生組織の名称。事務職員がいる事務所ではない。
活動領域・内容
サービスの対象
授業（正課）内 授業（正課）外
学生 ・SA ・RSS/CSS ・KSS ・SRP
・ワールド会 ・学生広報スタッフ
・残寮生組織 ・まなび bA なかま
教職員（個人） 授業アンケート検討会
大学（組織）・その他 「２１世紀文明論」検討委員会 入学式／卒業式実行委員会
創価一貫教育連絡事務所
学生防犯パトロール
学部企画
全学協議会
学生自治会
表１ 立命館大学と創価大学の学生参画の比較
表２ サービス対象による学生参画の活動の分類
１０６
画の対象は、対学生、対教職員に加え、対大学
運営当局の３つに大別する方が整理しやすいと
思われる。そこで、学生参画によるサービスの
対象と活動内容（正課・授業に直接かかわるも
のとそれ以外のもの）によって、再度、本学の
取り組みを整理し直してみる（表２参照）。
本学における学生参画は、その数において正
課外に集中しており、特に学生対象と大学対象
のものが大半である。その中で、本学にとって
最も特徴的な学生参画の活動は、全学協議会で
ある。次項にその概要を述べる。
３．２．学生参画の全学協議会
全学協議会の発足の歴史と意義
全学協議会は、１９７４年、準備会を経て、理事
会・教員・職員・学生の代表による大学の様々
な問題を協議する機構として発足した（図２参
照）。この全学協議会は「創価大学全学協議会
規則」に基づいて運営されている。全学協議会
の発足には、創立者が創立間もないころ本学に
寄せた指針である「学内の運営に関しても、学
生参加の原則を実現し、理想的な学園共同体に
していきたい」６との「学生参加」「学生中心」
「学生第一」の伝統が反映されている。
本学が創立された１９７１年は学園紛争の渦中で
あり、学生と大学が対立する構造が常態化して
いた。その様な中、本学は学生、教職員が平等
な大学の構成員であり、大学建設の担い手であ
ることを表明するために全学協議会を発足させ
た。創価大学全学協議会規則の前文に、発足の
意義が端的に述べられている。「学園紛争の嵐
がふきすさび、大学がその理想と使命を忘れか
けようとしていたとき、わが創価大学は、創立
者池田大作先生によって提唱された建学の理念
を掲げて、人類の新たな未来にむかって力強い
第一歩を踏み出した。われわれは、この建学の
理念に賛同し、真に新しい学問の府を建設する
ために、本学に集い来たった朋友であることを
確認する。本来大学は、構成員すべての主体的
な参加により、英知を結集してはじめて建設で
きるものである。しかも本学は、開学の当初か
ら学生参加の原則による理想的な学園共同体の
建設を志向してきた。この原則に則り、ここに
全学の総意に基づき全学協議会の発足をみるに
いたったのである。（中略）、全学協議会の活動
を基盤として、本学の歴史と伝統を築き、時代
６ 『創立者の語らいⅠ』（創価大学大学自治会 １９９５年）p．２９
図２ 全学協議会組織図
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の要望に応える真の人間教育のあり方をひろく
社会に提示しようとするものである。」７と記さ
れている。
全学協議会の第１回目の会議は１９７４年４月１８
日になる。以来、原則、月１回のペースで開催
され、現在では３２２回（２０１２年１１月末現在）を
数えるに至る。２０１１年１０月より、全学協議会に
毎月参加する学生の負担と学生が提出する議案
の質の向上を考慮し、隔月１回の開催に変更と
なったが、これまで途切れることもなく、継続
して大学にかかわる重要事項を協議してきた。
全学協議会の大学運営における位置付け
大学の最高意思決定機関は理事会である。全
学協議会はあくまでも協議会であるので、意志
決定権はない。しかし、大学にとって学生の声
を大学運営に反映させるための意見聴取の重要
な機会として位置づけられており、全学協議会
で検討・提案された事項は、理事会や各学部教
授会などで尊重され、反映されてきた。
全学協議会の構成
全学協議会の議長は学長が務める。理事会の
代表として、理事長と理事２名の計３名。教員
代表として、教務部長、学生部長、国際部長、
そして、各学部長６名の計９名。職員代表とし
て、大学事務局長、法人事務局長、学生部事務
部長、教務部事務部長、総務部長、創学サービ
スという本学独自の生協の社長、書記の計７名
で構成する。院生代表として、文系院生、理系
院生、法科大学院生の代表、計３名。最後に学
生代表として、自治会中央執行委員長・各学部
執行委員長９名、学友会運営員会２名、男女学
寮全寮代表２名、留学生代表１名の計１４名。こ
れらの構成員全３７名で協議会を行う。全学協議
会では、オブザーバーの参加も学長の許可によ
り出席ができ、毎回、議案によって適宜オブ
ザーバーが参加し、活発な議論を行う。
また、全学協議会のもとには、下部機関とし
て、様々な委員会が置かれている。その一部を
列挙する。運営に関する「全学協議会運営委員
会」、教学に関する「教育学習改善委員会」「文
系・理系院生検討委員会」、学生生活に関する
「学生生活向上委員会」「交通防犯委員会」「メ
ンタルヘルスサポート委員会」「防災委員会」、
学内環境に関する「構内施設委員会」「バリア
フリー対策委員会」「省エネ委員会」「全学禁煙
化推進委員会」、その他「海外交流委員会」な
どを含む１５の委員会が設置されている。これら
の委員会は、教員、職員、学生の代表で構成さ
れており、必要に応じて委員会を開催し、全学
協議会に答申を行う。
全学協議会の実績
これまで全学協議会にて協議してきた主な議
題について紹介する。この実績は、全学協議会
の下にある１５の各種委員会や各学部懇談会など
を通じて、教育学習改善の活動を推進し、有益
な改善を果たしてきたものである。教学体制に
関わる事項として、「セメスター制の導入」
「キャリア教育の導入」「講義要項とシラバス
の適正化」「授業アンケートの公開・改善」な
どがあげられる。特に、授業アンケートは大学
事務局が導入する前に学生自らが行なった経緯
がある。これを一つのきっかけとして大学が授
業アンケートを実施することとなった。また、
学生生活に関わる事項として、「構内のバリア
フリー化」「全学防災訓練」などがあげられ
る。また、大学経営に関わる事項として、「学
費の値上げ」などがあげられる。この「学費の
値上げ」は、本学が開学して間もないころ、理
事会が学費の値上げを一方的に決めたことに対
して「学生参加の方針に反する」と学生が声を
あげ、「白紙撤回」させた後に、学生同士で何
度も話し合いをもち、理事会とも協議を重ね、
学費値上げが決まった。この問題に端を欲して
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学生参加の原則を大学が保証する場として発足
したのが、この全学協議会になる。全学協議会
は本学の建学の精神に基づく重要な機関である
と全構成員が認識しており、教・職・学・理事
会の四者が対等な立場にたって建設的な話し合
いの場としている。
４．現状と課題
４．１．全学協議会に潜在化する本学の FD
本学では非常に多くの学生参画による大学運
営が行われており、いわゆる学生 FD も含め、
それらが当たり前のように常態化している。そ
の一部は高度に組織化され、制度として長年運
用されているため、学生にとっては既成の、形
骸化した自由度の乏しいものに感じられるもの
があるかもしれない。一方、大学側は学生を信
頼し、可能な限り学生の自主的な活動を見守る
スタンスで臨む場合も多い。そのため、学生側
の執行体制は中心者の求心力・指導力に左右さ
れやすく、年度により活動の規模や内容が変動
する取り組みも少なくない。学生の主体的参画
と教職員の支援・介入のバランスに悩む関連部
局の担当者も多い。たとえば学部企画が主催
し、学部が共催する形での、教員と学生が意見
交換する懇談の場があり、授業への要望なども
その場でかなり吸い上げられている。これは学
生 FD で話題になる、学生の視点で授業を考え
る「しゃべり場」に類似の活動といえよう。残
念なことに、こうした企画は学生側の自発的な
関わりが前提であり、教職員は学生側の提案や
相談を受ける形での支援にとどまり、必ずしも
継続性が保たれるものではない。
４．２．ピア・学習サポート組織化の試み
本学では、２０００年に教育活動のより一層の向
上と発展を目的とした教育・学習活動支援セン
ター、通称 CETL（以下、CETL という。）を
設置した。これは、２０００年の授業アンケートの
導入・全学展開を機に、授業アンケートによっ
て浮かんでくる授業改善のニーズに応えるに
は、教員側の一方的努力では不十分であり、学
生の学習力向上が同時に必要になる、との判断
からである。CETL が行う学習支援は、単なる
基礎知識の補習にとどまらず、大学生に必要な
ジェネリックスキルの訓練も扱う。そして今、
CETL という大学が用意した公的サービスを超
えて、学生がサービスを担う時代へと、学生の
側の学習力（あるいは学生力）向上が課題と
なっている。
学生の学生による学生相互の学び合いをどの
ように具体化するか、CETL は開設以来模索し
続けている。本学には先輩が後輩の面倒をみ
る、というよき伝統がある。しかし、必ずしも
先輩が後輩の良きロールモデルとはなっていな
い。理由はいくつか考えられるが、少なくとも
次の２点の対応が必要と思われる。
①先輩後輩の学業面での安定した交流の機会が
ない。今は、クラブなど別目的で編成された組
織における人間関係の延長での交流でしかな
い。あるいは、SA として特定の学期と科目の
中に閉ざされた交流である。
②先輩の側にスタディスキルおよびコーチング
あるいはメンタリングのスキルが乏しい。仮に
後輩が先輩に学業上の相談をしても、定期試験
の過去問提供や“楽勝科目”の推奨など、後輩
の成長にとって建設的とは言えない情報提供が
行われることもある。あるいは、自らの経験を
語ることで事足りるとして、後輩の判断や問題
解決の役に立たないアドバイスも見受けられ
る。
これらの問題に対して CETL では、①学習
支援を活動の柱にするピア・サポートを組織化
し、②サポーターへのスキルトレーニングを提
供する。CETL では２年前から基礎ゼミ SA 候
補者に対してコーチングやタイムマネジメント
のトレーニングプログラムを提供している。そ
して、そうしたプログラムに参加した学生を中
心に、仮称「まなび bA なかま」という学生組
織の結成を試みてきた。
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彼らはこれまでにオープンキャンパスにおけ
る CETL ブースの運営を担ってきた。そして、
今秋に完成する学生ラウンジを活動場所にする
学習サポーターの集まりとして、名称も新たに
Soka Study Supporters（略称 SSS）として再
編成された。CETL では今後、SSS のメンバー
も含め後輩の学習支援に関心のある学生を対象
にした研修を用意し、学生相互の学び合いや学
業に関する交流の促進を支援していく予定であ
る。
また、正課内の学生 FD として、SCOT や立
命館大学の ES－授業モニター８を参考に、
CETL ではボランティアで授業モニタを行う学
生スタッフの養成を計画している。本学は全て
の授業が原則公開である。長年、教員相互の参
観による授業改善を試みているが、忙しい教員
が時間を作って相互参観するのは難しく、なか
なか定着していない。現在、CETL では希望す
る学部に対して、基礎ゼミ担当 SA のトレーニ
ングプログラムを提供している。そこで、そう
した SA 経験者を中心に、統一の授業モニタ用
観察シートを用いた授業モニタのボランティア
を募り、モニタを希望する教員の授業に派遣す
るという企画である。
５．結論
本学の学生参画の取り組みは、対学生、対教
員、対大学運営当局と様々な領域を対象にして
おり、開学以来、学生 FD の活動が活発に行わ
れている。今回、本学の FD・SD の取り組み
を整理するなかで、多くの取り組みが学生参画
で行われてきたことが確認できた。一方、学生
参画の諸活動のマネジメントの課題も見えてき
たが、これからも教職員が補完的にサポートし
ながら学生第一、学生主体を尊重していきた
い。
また、今後は本学の建学の精神に立脚した正
課内での活動を創出していくことも視野にいれ
ていきたい。本年、中央教育棟完成とともに、
学習サポーターの活動場所が大きく広がる。学
生の学生による学習サポート体制の整備を通し
て、学生の学修成果を更に高めていきたい。こ
れまでの学生参画の伝統を堅持しながら、過去
の取り組みから学び、新たな取り組みを創造す
る学生たちの輩出をこれからの FD・SD の課
題としていく。
８ 立命館大学ホームページより参照（http : //www.ritsumei.ac.jp/acd/ac/itl/teacher/teacher_pia.html）
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